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1. 会社概要、当社のサステナビリティ

2. 企業に求められる人権尊重の取り組み

3. アサヒグループの人権取り組み

これまでの経緯と立ち位置
体制・コミットメントの強化
グリーバンスメカニズム
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サステナビリティ活動の経緯

グループ全体で
サステナビリティ戦略の
更なる取組み強化

ビール事業を中心とした持続的成長の実現

ビール 食品

その他
酒類

清涼
飲料

Beer 
Adjacent 
Category

新食品
新商材

新サービス

アサヒカーボンゼロ
設定
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旧SAB Miller
西欧事業買収

旧SAB Miller
中東欧事業買収

AB InBev社の
豪州事業

(CUB事業)取得

環境ビジョン
2050
施行

RE100参画
方針・ビジョン
マテリアリティ

設定

SBTイニシアチブ
｢1.5°C目標｣
認定を取得

2030

アサヒ カーボンゼロ
への挑戦開始

CSRから
Sustainabilityへ

推進体制
を強化

中長期経営
方針の更新

サステナビリティと
経営の統合へ

欧州事業買収、拡充 CUB買収 さらなる事業成長・発展へ

2017

英国Fuller, 
Smith & 
Turner 
P.L.C.のプ
レミアム
ビール・サイ
ダー事業取
得

2016 2018 2019 2020

中期経営方針
「ESGへの取組み強化」

AGP策定

人権方針策定
第1回グローバル
サステナビリティ
委員会開催

サステナビリティ
戦略再構築

2021 ２０２２
サステナビリティと
経営の統合加速



アサヒグループの人権取り組み 優先取組みとこれまでの取り組み

自社従業員
への人権DD

１ ２ ３
サプライチェーン
への人権DD

人権侵害の被害者
への救済の仕組みの

構築・運用

• 人権方針策定
• 優先取り組みの決定
• 中期行動計画策定

2019

2020

• サプライヤー行動
規範改正

• 人権会議開始
• 人権DD実施
一次サプライヤーへ
のSAQ/国内自社工
場外国人技能実習生
現地調査
• 各種研修実施

2021

2022

2023

• コミットメント強化（人権方
針改定、2030年戦略の方
針と目標の設定）

• ブラジル農園現地実態把握
• グローバルグリーバンスメカ
ニズムSpeakUp開始に向け
準備

• 人権DD実施
エチオピア・タンザニア
コーヒー豆人権リスク特
定/一次サプライヤー対
話/国内非組合員アン
ケート・是正対応
• グリーバンスメカニ
ズム社内実態確認

アサヒグループの人権における優先取り組み

• 経営討議
• 人権DD実施
ブラジルサトウキビリス
ク特定/一次サプライ
ヤー対話/マレーシア自
社工場労働環境調査
• 有識者ダイアログ
（2019～）
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どうすれば
解決できるか
実行フェーズ

体制づくり、試行錯誤で人権DDに取組むフェーズ



バリューチェーン全体の人権リスク把握

✓ 2023年に改めてバリューチェーンにおける人権リスクを洗い出し、人権課題の状況と影響を受けるステーク
ホルダーを確認し、現在の取り組みの方向性を検証。大きなギャップはなく、優先取り組みは継続実施。
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アサヒグループが調達する、人権リスクが高い原材料
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✓2017年の「現代奴隷リスク分析」の結果、アサヒグループのサプライチェーンにおいて最もリスクが高いの
は「栽培」段階であり、主要な直接材の中で、コーヒー、砂糖、茶、パーム油、カカオの5カテゴリーが現代奴隷
リスクが高かった。



2024年1月：AGPro設立に際し Sustainability機能部門を設置
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https://www.asahigroup-
holdings.com/newsroom/detail/20240207-
0101.html

✓ アサヒグループホールディングス株式会社（本社 東京、社長 
兼 CEO 勝木敦志）がシンガポールに設立した100％子会社
Asahi Global Procurement Pte. Ltd.は、運営を1月
31日から開始、新たなオフィスを2月2日にグランドオープン。

✓ Asahi Global Procurementは、アサヒグループで初めて
グローバルに統合された機能組織として、グループのグロー
バル調達を推進する

✓ サステナビリティ経営と統合における調達機能における重要
な役割を担う同組織で、サプライチェーンにおける労働者や
地域社会の人々の人権を保護し、自然環境を保護するという
目標を実現するために、2024年「アサヒ責任調達プログラ
ム」を策定。

✓ 責任ある調達の実現を目指し、責任ある調達方針、アサヒグ
ループグローバルサプライヤー行動規範に方針を示し、また
サプライヤー様に理解し、遵守していただくために、「責任ある
調達：サプライヤーガイドライン」を作成。 https://www.asahigroup-

holdings.com/company/policies-and-
report/responsible_procurement.html

https://www.asahigroup-holdings.com/newsroom/detail/20240207-0101.html
https://www.asahigroup-holdings.com/newsroom/detail/20240207-0101.html
https://www.asahigroup-holdings.com/newsroom/detail/20240207-0101.html
https://www.asahigroup-holdings.com/company/policies-and-report/responsible_procurement.html
https://www.asahigroup-holdings.com/company/policies-and-report/responsible_procurement.html
https://www.asahigroup-holdings.com/company/policies-and-report/responsible_procurement.html


コミットメント強化 2023年人権尊重の位置づけの変更

2023年～変更

✓2019年以降からの具体的な人権取り組みや、経営戦略会議での人権討議、外部（人権有識者等）とのダイアログ
等により、現状とあるべき姿とのギャップがより明確化し、人権へのコミットメントが強化。

✓2023年にマテリアリティを「人」から「人権」に置き換え、「人権」がすべての事業活動の基盤であることを明確化。
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コミットメント強化 有識者ダイアログ
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2019年 2022年2021年 202３年

対応・判断がより難しい当社起因
ではない人権侵害問題に対して、
グローバル企業としてあるべき対
応とは？

◆ 一般財団法人アジア・太平洋人権情
報センター （ヒューライツ大阪）
会長 白石 理 様

◆ ことのは総合法律事務所弁護士、認
定NPO法人ヒューマンライツ・ナウ
事務局次長 佐藤 暁子 様

アサヒグループのサプライチェー
ンにおける人権取組みの次のス
テップ、及び苦情処理メカニズム
構築のゴール設定について

◆ LRQAサステナビリティ株式会社 
代表取締役  冨田 秀実 様

◆ 森・濱田松本法律事務所 
弁護士 梅津 英明 様

◆ World Benchmark Alliance 
Namit Agarwal様, Annabel Muldar様

◆ International Organization for 
Migration(国際移住機関）
Anastasia Vynnychenko様

◆ SGS株式会社 藤木 聡子様

◆ 独立行政法人日本貿易振興機構 ア
ジア経済研究所 新領域研究セン
ター・法・制度研究グループ長

   山田 美和 様
◆ ロイドレジスタージャパン株式会社

取締役 冨田 秀実 様

➢ リソース・体制強化、農園への現
地訪問

➢ グリーバンスメカニズム構築への
投資

➢ 経戦会議で人権討議「経営の覚悟と
決意をもって人権尊重を実行する」
の開始（2022年12月まで5回実施）

➢ サプライヤーリスクだけでなく、
高リスクカテゴリーである原材料
リスクにも着手

➢ 事業会社3社（アサヒビール、アサ
ヒ飲料、アサヒグループ食品）トッ
プへの人権意識強化

➢ 脆弱なライツホルダー、責任ある雇
用の取り組みの重点化

✓ CEOを始めとする取締役や、事業会社社長がダイアログに参加。経営層の意識変革や取り組み推進へ。

アサヒグループに必要な人権のリ
スクマネジメントに関する取り組
みとは（サプライチェーンを中心
に）

アサヒグループ人権取り組みのグ
ローバルからみたポジション、取
り組み強化すべきエリアと期待値
について

有
識
者

成
果

テ
ー
マ



取締役会

経営戦略会議

グローバルサステナビリティ委員会

サステナビリティ実行会議

サステナビリティ タスクフォース
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■Asahi Group HD
■Regional Headquarters（地域統括会社）

日本

Sustainability
部門

欧州

Sustainability
部門

ｵｾｱﾆｱ

Sustainability
部門

東南ｱｼﾞｱ

Sustainability
部門

Sustainability（事務局）

コミットメントの強化 人権2030年目標と中期計画の設定

サステナビリティ委員会（諮問機関）

✓CEOを委員長とする「グローバルサステナビリティ委員会」で、2023年に「人権」における長期目標と中期
の取り組み計画について討議し決議された。

アサヒグループ人権会議

自社従業員100％及び直接材一次サプライヤー100％ー原材料・包装資材（優先対象範囲）において、人権デューディ
リジェンスを実施し、各事業会社、機能部門が継続的にPDCAをモニタリングができている

2030年目標
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コミットメントの強化 2023年12月人権方針改定

26

「ビジネスと人権に関する指導原則」で企業に求められているレベルにコミットメ
ントレベルを引き上げ、2030年目標達成に向けて全社の取り組みを強化する

改定目的

改定のポイント

⚫ 「指導原則」準拠の強化

✓ 人権分野の複数の有識者や、「指導原則」に基づいた包括的な評価を行う団体との対話や、
以下の要素も勘案して改正

• 各種外部評価の結果に基づくギャップ分析

• バリューチェーンにおける人権リスクの整理結果

• 脆弱なステークホルダーと人権課題の分析結果

⚫ 脆弱な立場にあるステークホルダーの明示

✓ 脆弱なステークホルダー（子ども、女性、移住労働者、先住民族等）や人権擁護者への権利
尊重。グリーバンスメカニズム通報者の権利を守り、救済措置の実行強化を表明

⚫ 新たな取り組みの強化

✓ 2022年に国連総会で普遍的人権であると決議された「清潔で健康的かつ持続可能な環
境に対する権利」にコミット。気候変動や生物多様性喪失等による人権リスクを理解し、こ
れらも人権DDに組み込んで環境等の取り組みを行う



人権尊重を支える仕組み 人権教育・研修
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CEOメッセージの定期的な発信

✓ 経営層・リーダー層への人権教育、社員への人権方針への理解徹底、及び社員が取引先等を巻き込んで人権

尊重を実践する意識を醸成するための人権教育を実行。

経営層と有識者の人権ダイアログ
（2019年～4回実施）

⚫ 全役員・社員が自分がヒューマンライツ・ホルダーである
ことを認識し、自分の権利を理解する

⚫ 全役員・社員が日々の仕事の中で直接的または間接的に
関わる人々それぞれに、様々な権利があることを理解す
る

⚫ それらの権利を、自分の日々の意思決定や活動によって
侵害する可能性があることを意識して行動する

人権研修やCEOメッセージ制作にあたり、重視しているポイント人権に関する映画鑑賞会（2023年2月-）

AGH全取締役、AGH/AGJの
人権担当者等が参加



グリーバンスメカニズム 新システム導入
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✓ 2024年第二四半期中に展開。全てのステークホルダーが通報しやすい環境を整備、問題を早期に認識・対

応することを目指す。

Speak Up PCウェブサイトイメージ

＜主なシステム機能・仕様＞

・24時間／365日、電話・PC・モバイルにて、匿名で通報受付け可能。

・PCウェブサイトは事業展開国の使用言語２４ヵ国語で表示可能。

・電話ホットラインは、事業展開国のうち34カ国※で利用可能。

※従業員数が20人以下のタイ、ベトナム、サービス提供外のミャンマーを除く。

・匿名通報者が個人メールアドレスをシステムに残した場合には、匿名性を維

持したまま、システムを通じて追加情報の依頼などのフォローアップが可能。

・システムには、システム外の社内窓口への通報案件について入力することが

でき、全ての通報案件を一元管理可能。

・通報データの地域や類型別のデータ分析が可能。

⚫ 地域ごとに独立した制度・体制

⚫ 通報できる人や通報できる事象が限定的

⚫ Webで匿名の通報をすることができない

⚫ RHQ従業員がRHQ経営陣に関する通報をするた

めのRHQから独立した窓口が存在しない

●通報制度の一本化、専用システムの導入
●グローバル共通規程を制定
●通報対象をすべての不適切行為に拡大
●直接の取引関係がない第三者も通報可能

●通報案件の調査に関する共通基本方針を策定・
運用し、調査の質を担保

これまで 新システム



• さとうきびについては、輸出業者Aの生産先、取引先製糖工場に現地訪問できた。以下とは別にコーヒーの取引先農場にも
訪問

• 監査ではないものの従業員インタビュー（個人、グループ）を実施することで、課題または満足度などをヒアリング
• さとうきび、コーヒー農家に関わる現地NGOへの訪問によりローカルステークホルダーの重要性の把握

２３年これまでの活動からの発展
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➢ EUの人権DD法制化、日本の人権DD指針策定。企業に対して人権対応を求める動きの強化。
➢ CHRB（企業人権ベンチマーク）を参考にしており、SHエンゲージメント等による声を企業の
取組みやシステムへ反映させることや、サプライチェーンの具体的な人権尊重支援実施の事
例開示が必要。

➢ 実質的な人権改善につながっている取組みでないとウォッシュ批判に。

現状
・

変化の兆し

課題

➢ 従業員、サプライチェーン上流以外のバリューチェーン全体の人権リスク把握と優先順位の再
確認

➢ 中長期に目指す姿の策定
➢ 上記2点と外部要求事項も踏まえたロードマップの作成
➢ ステークホルダーエンゲージメント等を通じたアカウンタビリティ、プレゼンスの向上

今後の取り組
みの方向性

➢ グループのバリューチェーン全体の明確なリスクスポットの開示と優先順位
➢ 中長期に目指す取組領域と組織体制、ガバナンスの明確化

人権における変化の兆しと課題
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ご紹介： アサヒグループの開示媒体

➢アサヒグループの主な情報開示媒体は下記の通り（非財務情報）

➢コーポレートガバナンスレポートとPeople＆Cultureレポートは今年から発行

統合報告書
5月発行

サステナビリティ
レポート
6月発行

コーポレート
ガバナンスレポート

5月発行

People＆Culture
レポート
5月発行

財務情報 非財務情報 非財務情報

31
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Thank you!
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